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1｡緒言

　学校の校舎は，コンクリート造（ＲＣ造）で，

ほとんどの教室を南面させ，その北側の廊下で結

合して棟を構成し，さらに各棟の間を廊下で連結

するという定型によって建設されてきたj）これは，

学校が立地する地区内にＲＣ造の建物が少ない時

期に，万一の災害時には学校が避難所として機能

することが求められていたため，耐震性や耐火性，

耐久性のある構造・材料を使用したことによる。

また，教室の授業を中心とした学校生活を想定し，

各教室の居住環境を優先した合理的な平面計画を

行ってきたためである。

　しかし近年，校舎の建築形態において様々な変

化が現われてきているj）構造・材料で注目される

のは，主な構造はＲＣ造で建設し，内装だけを木

造とした混構造や，主体構造から内装までを木造

とした校舎が増加しつつある点である。計画の観点

からみると，今まで通路としてしか考えられていなか

った廊下やホールなどの場む学校生活の重要な場で

あると位置づけ，これらの場の占める規模の拡大

や採光の増加などにより居住性を向上させる試み

が行われるようになってきたことがあげられる。

　本研究は，最近の校舎にみられる前者の木造校

舎が増加する動向に注目し，その要因と評価を検

討し，今後の校舎建築の方向に示唆を与えようと

するものである。本編では，木造校舎ヵs建設され

ている状況を把握し，その要因・背景を考察する

ことを行う。さらに，今後詳細な調査を実施する

対象校として選定した学校の木造校舎について，

建設過程を整理し，以後の研究の前提条件を検討

しておく。

2｡研究の方法

　木造校舎の増加の状況と要因を探るために，文

部省が学校施設に対して行っている方針を検討す

ることや，文部省の資料を通じて木造校舎の建設

動向を都道府県別に把握し，木材生産量と比較し

て木造校舎が増加した要因を検討する。さらに，

雑誌3)に収録された木造校舎の記事を収集して，

木造校舎を建設した動機と建設後の評価を整理し，

居住環境としての側面から要因を検討する。

　次に，木造校舎とＲＣ造校舎における居住性能

を詳細に比較検討する対象校を選定し，同校と村

役場に対して，木造校舎の建設意図，経過につい

て聞き取り調査を行い，概要を把握する。

3｡木造校舎の建設動向と要因

３－１　木造校舎に対する補助金額の増加

　木造校舎の建設が増加した制度的な要因は，木

造の学校施設に対する文部省の資金的な援助施策

により，建設が容易になったことにある。

　農林水産省は，昭和60年に，国産材の需要を拡

大するために公共施設の建設に当っては，木材を

活用することを他の省庁に要請した。文部省では

これを受け，次の３種類の補助事業を創設した。

　第１は，木造校舎の建設費補助単価の引き上げ

である。木造にした場合には意欲的な空間構成に

することが多く，単純な構成のＲＣ造に比べると

施工上の手間がかかるため，割高となるヶ－スが

多い。したがって，木造の場合でも補助単価をＲ

Ｃ造の水準にまで引き上げることを行った。

　第２は，木材で内装を仕上げる場合に，補助単

価を加算することである。ＲＣ造の場合でも，内

装に木材を用いると，耐震性や耐火性を備えた建

物で，かつ，木質の柔かい居住環境を実現するこ

とが可能になる施策である。

　第３は，校舎に限らず，教育研修施設を木造で

建設する場合にも補助事業の対象としたことであ

る。これにより，学校施設が統一的に木造化する

可能性が整った。
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３－２　地元木材関連産業の振興

　このような補助事業を活用して昭和60年以降に

建設された木造校舎の状況を，文部省の資料によ

り500�以上のものに限って，また，木材の生産

量を，都道府県別に示すと表１のようになる。

　表１を学校種別にみると，小学校が多くを占め

ている。木造では，変化のある印象的な空間構成

や収納・設備を細かく工夫することが可能である

という性格が，小学校の施設として適しているた

めと考えられる。

　地方別に検討すると，日本の中央部分を除いて，

東日本と西日本の地方圏で多く立地していること

が注目される。東日本と西日本とを比較すると，

北海道・秋田・青森・岩手などの東日本の寒冷な

地方で，特に多く供給されている。これらの地方

は，木材の生産量も多い地方であることと一致し

ている。西日本の中でも，宮崎などは，以上の地

方と同程度の木材を生産するにもかかわらず，木

造校舎の供給は少数に留まっている。

　したがって，木造校舎が建設される第２の要因

は，地元で産出する木材の活用にあると言えよう。

これは，農林水産省の意図するものである。ただ

し，西日本の地方では，木材生産要が多いにもか

かわらず，他の産業も存在して，必ずしも林業だ

けに頼らなくてよい。したがって，木材関連産業

が地域の生活基盤の中で占める比重によって左右

されるものである。

３－３　木構造の技術的進歩

　木造校舎が増加した第３の要因は，木造構法に

おける耐震・耐火性能や居住性能に関する技術面

の改善が進められた点てある。集成材によって木

質を均一化して狂いを少なくした点や，接合部の

金具の工夫による強度の増加，断熱・遮音材など

を活用した居住性能の向上が図られることにより，

大規模な木造の建築を実現する途が拡大した。ま

た，ＲＣ造か木造かという二者択一ではなく，設

備部分や段階などをＲＣ造にして耐震・耐火性能

を向上させ，居住空間を木造にするなどの，両者

の長所を融合させた混構造の手法の開発も効果を

あげている。

３－４　木質環境の優位性に対する評価

　第４の要因は，子どもの教育環境として，木材

が持つ質感が適している点てある。

　雑誌に紹介された木造校舎の事例を整理し，建

設に至った経緯や木造を選択した理由，建設後に

使用した結果の評価を検討した。その結果をみる

と，先述した建設費補助の増加や，地元材の需要

を増して木材関連産業を活性化する意図に加えて，

木造の空間が持つ居住性や雰囲気が求められてい

ることがみられた。体力と同時に精神面の形成過

程にある子どもが生活時間の多くを過ごす教育の

場の環境として，落ち着き・温かさ・ゆとり・安

らぎ・明るさ・柔らかさなどが感じられることが

望ましい。これらは，木材などの有機的な材質に

よる空間でしか得られない雰囲気・居住性である。

　また，子どもの自宅と同様な材料・スケールで

構成された木造校舎は，家庭の延長のような感じ

を与え，学校と家庭の双方の教育機能を連続的に

して効果をあげやすく，地域の生活に溶け込んで

諸活動の場として活用される，と指摘されている。

　しかし，木材のもつ性格を発揮させるための意

匠・構造・仕様・仕口などの技術的な側面に精通

している設計者や施工者（大工など）が，少なく

なってきているという問題がある。天井を高くし，

木造の骨組みを現わした変化に富んだ空間構成は，

校舎に象徴的な意味を与える効果をもつ。これは，

現在の教育環境に求められている空間の豊かさと

一致する。木造校舎の建設機会を増やすことで設

計・施工者の経験を蓄積し，居住性を高める木材

の使用方法に関する技術も高めていくことが必要

である。

4｡上之保小学校における木造校舎建設の経緯と

　構成の特徴

　近年再び建設されるようになった木造校舎につ

いて，居住性の側面から有効性を検討する。その

ため，現地の詳細調査を行う対象校を選定し，居

住性に関するいくつかの観点から，測定や観察・

アンケート調査を実施していく。

　ここでは，調査対象校における木造校舎建設の

経緯をみることから，木造を採用した要因を具体

的に明らかにし，さらに，どのような校舎が建設
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表１　木造校舎の建設状況と木材生産量

　＊）約500�以上の木造学校施設を対象とする。

＊＊）建設状況は文部省資料，木材生産量は農林水産省経済局，昭和62年生産林業所得統計調査報告書，昭和62年

　　　木材需要報告書による。
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されているのか，木材の使用を中心に考察する。

調査対象として選定したのは，岐阜県武儀郡上之

保村立・上之保小学校である。

４－１　木造校舎建設の経緯

　対象校が立地する上之保村は，岐阜県関市から

津保川沿いに上った山中に位置する。村の約９割

が森林で覆われ，約800戸のうちほぼ1／4が大工

に従事しているほか，林業・製材業・建具・左官

など，ほとんどの村民が何らかの形で木材関連産

業に携わっている。太い地元材を使用した「デカ

木住宅」を中京圏を中心に供給したり，椎茸・茶

などの特産品による村の農産業の活性化にも力を

入れている。子どもの数は，大都市への人口流出

が多かった昭和40年代には減少したが，ここ数年

は一定数を保っている。小学校の各学年は，１学

級30人前後で，１クラスずつで構成されている。

　新しい木造校舎は丿日木造校舎の建替えによっ

て昭和63年７月に竣工している。旧木造校舎の耐

用年限がきたことによる建替えに際しては，２つ

の案が出された。①地元の材木や建設技術を活用

するために全て木造にするという案と，②主要構造

体はＲＣ造にして耐震・耐火性を確保し，内装に

木材を使用しようとする案，とであった。 ＰＴＡな

ど多数は，後者の意見を支持していたが，村長が

強く前者の案を推した。両案を検討するため，県

の紹介で，すでに地元材を活用して木造校舎に建

替えを行った松本市立清水中学校を２回程見学に

行って，具体的に比較していった。その結果，Ｒ

Ｃ造の方が耐震・耐火性能は高いものの，雨漏り

があったり，補修が困難であること，子どもが転

倒した場合，怪我をする比率が高いという欠点が

あること，これに対し木造校舎の場合には，温り

があり，郷土の特色になるという点を評価して，

木造とすることに決定した。県でも，木造校舎建

設の必要性を認めて，積極的に助成してくれた。

　旧い木造校舎は，現木造校舎より南側に位置し

ていた。この旧校舎のうち，新校舎となる面積分

だけを壊し，４教室を残している。この残った旧

木造校舎は，昔の農機具などを展示する資料館と

して活用する予定である。北側の山を削り, RC

造校舎に連続させて新木造校舎を配置した。

　建替え費用は，建替え，木造校舎，小規模校な

どの助成を受けたために，ＲＣ造と変わらない額

で可能だった。

　校舎の設計段階では，村の教育委員会が設計基

準と仕様書を作成して示し，設計協議を行った。

その結果，岐阜市内の設計事務所（司設計）に決

定している。仕様書では，教室などの規模・設備

は，連続して建つＲＣ造校舎と同一としているが，

仕上げを指定している点が注目される。清水中学

校では，地元材の唐松を多用しているが，ここで

は，この地方で産する桧に変更している。

　施工は。入札の結果，地元の建設業者（丸又建

設）に依頼している。木材は，構造材に使用する

太いものは飛騨で切り出し，壁の集成材は金山，

床の集成材は関で製品化されたものを使い，地元

産業の活性化を図っている。

４－２　木造校舎の構成にみられる特徴

　上之保小学校における木造校舎の構成を，木材

の使用方法を中心に検討する（図１）。基本的な

計画は，松本市立の清水中学校と同様であり，同

校をよく研究したことがうかがえる。

　上之保小学校の新しい木造校舎は，一部にRC

造を使用することもせず，木材を主な構造材に使

用している。中心的に用いているのは地元の桧材

であるが，屋根の小屋組には，松材を用いている。

壁と床には，この地域で加工した桧の間伐集成材

を活用している。

　木造の場合，床が振動したり，音が伝わること

が大きな問題となりやすい。ここでは，梁に太い

部材を使用するのに加えて，床については，上か

ら桧材の集成フローリングボード，防振床マット，

耐水合板と３層に厚く敷いて，振動を防ぐ工夫を

している。

　室内側は，全て木材で覆われている。梁と柱の

間に剛性を増すために付けられた方杖は，清水中

学校では室内に出ているが，上之保小学校では壁

で囲い，整然とした意匠としている。教室に出窓

を設けたこともＲＣ造校舎にはない計画であり，

ここがどのように使用されるか興味深い。

　木造の２階に配置した便所や手洗い場は，水の

処理に工夫が必要である。ここの便所では，木造
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　主要な部分には,この地域で産出する桧材を活用している。床は積層して振動を防いでいる。木造の構造体では

不可欠となる方杖を天井を一部下げることで覆う工夫をしている。窓の開口部と一致した天井面は，意匠的にも

成功している。外壁のサイディングは塗装しているが，その必要のない材料である。

図１　上之保小学校，木造校會，断面詳細図
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の構造体の上に鋼材のデッキプレートを載せ，防

水モルタルを流して，万一の場合にも下階に水が

漏れないようにしている。

　外壁は，コンクリート中空成形板を使用し，木

造の構造体に横方向に張り付けている。この構成

も，清水中学校と同様であるが,-耐水性・耐久性

の点から考えると適切な材料である。

5｡結語

　木造校舎の建設状況をみることを中心にして，

その要因を検討してきた結果，４つの要因を抽出

することができた。これらの要因のうち，最も基

本的なものは，地元の木材関連産業の活性化であ

り，木造校舎は施工技術における発展によって可

能となったものである。また，木造校舎が量的に

増加することが図られたのは，補助金制度の創設

による援助が受けられるからであり，教育環境と

して望ましい校舎が木造によって形成されやすい

からであった。

　木造校舎が生み出す居住環境の内容と効果につ

いては，今後，追究する。

　　　　　　　　　　　　(1989年12月25日受理)
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